
第 57 回定時株主総会招集ご通知に

際してのインターネット開示事項 

①連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」 

「連結注記表」 

②計算書類

「株主資本等変動計算書」 

「個別注記表」 

（2019 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日まで）

上記の事項につきましては、法令および当社定款第 17 条の定めに基

づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kds.info）に

掲載することにより、株主のみなさまに提供しております。 



（単位：千円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2019年４月１日　期首残高 19,344,883 7,158,606 △ 530,587 △ 1,921,559 24,051,343

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △ 80,728 △ 80,728

親会社株主に帰属する当期純利益 276,355 276,355

自己株式の取得 △ 2,461 △ 2,461

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 195,627 △ 2,461 193,166

2020年３月31日　期末残高 19,344,883 7,158,606 △ 334,959 △ 1,924,021 24,244,509

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

2019年４月１日　期首残高 329,023 － 845,448 263,503 1,437,975 5,077,253 30,566,572

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △ 80,728

親会社株主に帰属する当期純利益 276,355

自己株式の取得 △ 2,461

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

△ 23,523 △ 46,593 △ 411,045 △ 127,911 △ 609,074 29,840 △ 579,234

連結会計年度中の変動額合計 △ 23,523 △ 46,593 △ 411,045 △ 127,911 △ 609,074 29,840 △ 386,067

2020年３月31日　期末残高 305,500 △ 46,593 434,402 135,591 828,900 5,107,094 30,180,505

純資産合計

その他の包括利益累計額

連結株主資本等変動計算書

2019年４月１日から
2020年３月31日まで

株主資本

非支配株主持分
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連結注記表 

1.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1)  連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

連結子会社の数 13 社 

主要な連結子会社の名称 （国内）株式会社九州大真空 

（海外）DAISHINKU(AMERICA)CORP. 

大真空（香港）有限公司 

DAISHINKU(SINGAPORE)PTE.LTD. 

DAISHINKU(THAILAND)CO.,LTD. 

DAISHINKU(DEUTSCHLAND)GmbH 

上海大真空国際貿易有限公司 

PT.KDS INDONESIA 

天津大真空有限公司 

加高電子股份有限公司 

加高電子（深圳）有限公司 

加高電子（東莞）有限公司 

HARMONY ELECTRONICS（THAILAND）CO.,LTD. 

② 主要な非連結子会社の状況

主要な非連結子会社の名称 大真興産株式会社 

非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産・売上高・当期純損益（持分に見合う額）および利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。 

(2)  持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用非連結子会社の数 ０社 

② 持分法適用関連会社の数 ０社 

③ 持分法を適用していない非連結子会社 大真興産株式会社 

持分法を適用していない非連結子会社は、小規模会社であり、合計の当期純損益（持分に見合う額）および

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。 

(3)  連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、天津大真空有限公司、加高電子股份有限公司、加高電子（深圳）有限公司、加高電子（東

莞）有限公司、HARMONY ELECTRONICS（THAILAND）CO.,LTD.、上海大真空国際貿易有限公司、DAISHINKU

（THAILAND）CO.,LTD.の決算日は 12 月 31 日、PT.KDS INDONESIA、DAISHINKU（AMERICA）CORP.、大真空（香

港）有限公司、DAISHINKU（SINGAPORE）PTE.LTD.、DAISHINKU（DEUTSCHLAND）GmbH、株式会社九州大真空は

３月 31 日であります。 

連結計算書類の作成にあたっては連結子会社の決算日現在の計算書類を採用しております。なお上海大真

空国際貿易有限公司、DAISHINKU（THAILAND）CO.,LTD.、天津大真空有限公司、加高電子股份有限公司、

加高電子（深圳）有限公司、加高電子（東莞）有限公司、HARMONY ELECTRONICS（THAILAND）CO.,LTD.は３月

31 日現在で決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。 
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 (4)  会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準および評価方法

イ. 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均法により算定しております。） 

・時価のないもの 主として移動平均法による原価法 

ロ. デリバティブ 時価法 

ハ. たな卸資産 主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用しております。 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

当社および国内連結子会社は定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１日以降に取得した附属設備及

び構築物については定額法）を採用しております。 

在外連結子会社は、主として定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 ３～60 年 

機械装置及び運搬具 ２～15 年 

ロ. 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

ハ. リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を残価保証額とする定額法を採用しております。 

使用権資産については、資産の耐用年数またはリース期間のうちいずれか短い

ほうの期間に基づく定額法を採用しております。 

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

ロ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

ハ．役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて､支給見込額に基づき計上しております。なお、当連結

会計年度においては、支給見込額がないため計上しておりません。 
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④ 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職

給付債務から年金資産（退職給付信託を含む）の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務

の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基

準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として 10 年）による定額法

により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と

して 10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ

の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

⑤ 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ

については特例処理によっております。 

また、為替予約が付されている外貨建債権債務等については振当処理を行っております。 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりであります。 

ヘッジ手段…………………………金利スワップ、為替予約及び通貨オプション 

ヘッジ対象…………………………借入金、外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

ハ．ヘッジ方針 

ヘッジ対象に係る為替相場変動リスクおよび金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしておりま

す。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動を、四半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、振当処理の要件に該当

する為替予約及び特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

⑥ 消費税等の会計処理の方法

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 
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2.連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 58,947,900 千円 

(2) 担保に供している資産 

建物 97,592 千円 

土地 9,525 千円 

上記担保提供資産は子会社の金融機関借入に対する担保提供でありますが、当連結

会計年度末現在、対応債務はありません。 

(3) 受取手形裏書譲渡高 63,913 千円 

3.連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1)  発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および数に関する事項

（単位：千株） 

当連結会計年度期首 

株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末

株式数 

発行済株式 

普通株式 9,049 － － 9,049 

合計 9,049 － － 9,049 

自己株式 

普通株式 976 1 － 977 

合計 976 1 － 977 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加 1千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 (2)  当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

2019 年６月 27 日開催の定時株主総会において次のとおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

① 配当金の総額 40,364,810 円 

② １株当たり配当額 ５円 

③ 基準日 2019 年３月 31 日 

④ 効力発生日 2019 年６月 28 日 

2019 年 11 月 13 日開催の取締役会において次のとおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

① 配当金の総額 40,363,250 円 

② １株当たり配当額 ５円 

③ 基準日 2019 年９月 30 日 

④ 効力発生日 2019 年 12 月 16 日 

(3)  当連結会計年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

2020 年６月 26 日開催予定の定時株主総会において次のとおり付議する予定であります。 

・普通株式の配当に関する事項 

① 配当金の総額 121,072,065 円 

② 配当金の原資 利益剰余金 

③ １株当たり配当額 15 円 

④ 基準日 2020 年３月 31 日 

⑤ 効力発生日 2020 年６月 29 日 

※１株当たり配当額には、記念配当 10 円を含んでおります。 
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4.金融商品に関する注記

(1)  金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調

達しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。ま

た、有価証券及び投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っ

ております。 

借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変

動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブ

は社内ルールに従い、実需の範囲で行うこととしております。 

(2)  金融商品の時価等に関する事項 

2020 年３月 31 日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

連結貸借対照表 

計上額（※1） 
時価（※1） 差額 

① 現金及び預金 15,321,066 15,321,066 － 

② 受取手形及び売掛金 8,222,265 8,222,265 － 

③ 有価証券及び投資有価証券 1,517,216 1,517,216 － 

④ 支払手形及び買掛金 (2,776,222) (2,776,222) － 

⑤ 短期借入金 (1,754,186) (1,754,186) － 

⑥ 未払金 (1,976,125) (1,976,125) － 

⑦ 長期借入金（※2） (22,033,123) (22,037,143) (4,019) 

デリバティブ取引（※3） (88,955) (88,955) － 

① ヘッジ会計が適用されていないもの (42,361) (42,361) － 

② ヘッジ会計が適用されているもの (46,593) (46,593) － 

（※1）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

（※2）長期借入金には、一年内返済予定の長期借入金が含まれております。 

（※3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と 

なる項目については、（  ）で示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 

①現金及び預金、ならびに②受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

なお、一部の外貨建売掛金は、為替予約の振当処理の対象とされており、ヘッジ対象とされる売掛金と一体として

処理しているため、その時価は売掛金の時価に含めて記載しております。 

③有価証券及び投資有価証券

有価証券及び投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。 

④支払手形及び買掛金、⑤短期借入金ならびに⑥未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

⑦長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっております。変動金利による長期借入金については、金利が一定期間ごとに更改される条件となっ

ており、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。金利スワップの特例

処理の対象とした長期借入金については、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借

入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。 



-7- 

⑧デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。金利スワ

ップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価

は、当該長期借入金の時価に含めて計算しております（上記⑦参照）。 

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額 37,800 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積

ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③有価証券及び投資有価証券」

には含めておりません。 

5.１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 3,106 円 42 銭 

(2) １株当たり当期純利益 34 円 23 銭 

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

親会社株主に帰属する当期純利益 276,355 千円 

普通株主に帰属しない金額 －千円 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 276,355 千円 

普通株式の期中平均株式数 8,072 千株 

6.その他の注記

(事業分離に関する注記)

（1）事業分離の概要

① 分離先企業の名称

美樹工業株式会社 

② 分離した事業の内容

当社の太陽光発電事業 

③ 事業分離を行った主な理由

当社が策定した 10 年長期経営計画に基づき、保有資産の効率的運用および財務体質の強化・改善を図った 

結果、太陽光発電事業を譲渡することといたしました。 

④ 事業分離日

2020 年３月 26 日 

⑤ 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡 

（2）実施した会計処理の概要 

① 移転損益の金額

事業譲渡益 302,857 千円 

② 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

固定資産 162,291 千円 

③ 会計処理

当該太陽光発電事業の連結上の帳簿価額と売却額との差額から事業譲渡に要した費用を控除した額を 

事業譲渡益として特別利益に計上しております。 

（3）分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称 

日本 

（4）当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

売上高 64,344 千円 

営業利益 37,044 千円 
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 (減損損失に関する注記) 

当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分に従って、賃貸不動産および遊休資産については、

個別物件単位でグルーピングを行っております。  

当社グループは、当連結会計年度において以下の資産グループについて、減損損失を計上しております。 

場所 用途 種類 減損損失（千円） 

加高電子股份有限公司 遊休資産 機械装置及び運搬具 18,511 

当連結会計年度において、当社は将来使用が見込まれていない遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、遊休資産に係る回収可能価額は、正味売却価額により算定しており、市場価格に基づき合理的に算定し

た価額により評価しております。 

(事業移管損失に関する注記) 

加高電子（深圳）有限公司から加高電子（東莞）有限公司への水晶製品事業移管に伴う費用であります。 

※  連結計算書類の記載金額は、それぞれ表示単位未満切り捨てにより表示しております。 



（単位：千円）

その他
利益剰余金

繰越利益
剰余金

2019年4月1日　期首残高 19,344,883 5,781,500 1,377,106 7,158,606 1,607,067 1,607,067 △ 1,921,559 26,188,998

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 80,728 △ 80,728 △ 80,728

当期純利益 631,965 631,965 631,965

自己株式の取得 △ 2,461 △ 2,461

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－

事業年度中の変動額合計 － － － － 551,237 551,237 △ 2,461 548,775

2020年3月31日　期末残高 19,344,883 5,781,500 1,377,106 7,158,606 2,158,305 2,158,305 △ 1,924,021 26,737,774

その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

2019年4月1日　期首残高 251,418 - 251,418 26,440,417

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 80,728

当期純利益 631,965

自己株式の取得 △ 2,461

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△ 165,473 △ 46,593 △ 212,067 △ 212,067

事業年度中の変動額合計 △ 165,473 △ 46,593 △ 212,067 336,708

2020年3月31日　期末残高 85,944 △ 46,593 39,351 26,777,125

株主資本等変動計算書

2019年４月１日から
2020年３月31日まで

純資産合計

評価・換算差額等

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計
資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益剰余金
合計
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個別注記表 

1.重要な会計方針

(1) 資産の評価基準および評価方法

① 有価証券

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

・時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定しております。） 

・時価のないもの 移動平均法による原価法 

② たな卸資産

商品・製品・仕掛品・原材料 

総平均法による原価法 

貯蔵品  最終仕入原価法 

なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定して 

おります。 

(2) 減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成

28年４月１日以降に取得した附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物及び構築物 ３～60年 

機械装置及び運搬具 ２～８年 
② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用 

年数とし、残存価額を残価保証額とする定額法を採用しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計 

上しております。 
② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 
③ 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、支給見込額に基づき計上しております。 

なお、当事業年度においては、支給見込額がないため計上しておりません。 

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産

（退職給付信託を含む）の見込額に基づき、計上しております。なお、退職給付債務の

算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した金額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。 
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(4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている 

金利スワップについては特例処理によっております。 

また、為替予約が付されている外貨建債権債務等については振当処理を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりであります。 

ヘッジ手段…………………………金利スワップ、為替予約及び通貨オプション 

ヘッジ対象…………………………借入金、外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

③ ヘッジ方針 ヘッジ対象に係る為替相場変動リスクおよび金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジ 

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動を、四半期ごと

に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、

振当処理の要件に該当する為替予約及び特例処理によっている金利スワップについては、

有効性の評価を省略しております。 

(5) 消費税等の会計処理の方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

2.貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 33,525,606千円

(2) 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 7,834,306千円

短期金銭債務 1,819,045千円

(3) 保証債務 

天津大真空有限公司 380,729千円 （銀行借入保証） 

（US$ 2,600千）

（RMB 6,407千）

(4) 受取手形裏書譲渡高 63,913千円

3.損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

営業取引の取引高 

売上高 16,917,980千円

仕入高 8,401,226千円

その他営業取引高 101,795千円

営業取引以外の取引高 380,492千円

(2) 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が 

売上原価に含まれております。 

△121,750千円

4.株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類および数に関する事項

（単位：千株） 

当事業年度期首 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 

自己株式 

普通株式 976 1 - 977

合計 976 1 - 977

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。  
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5.税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 

関係会社株式評価損 2,289,372千円 

固定資産評価損 733,583千円 

税務上の繰越欠損金 347,022千円 

退職給付引当金 168,446千円 

たな卸資産評価損 90,451千円 

賞与引当金 62,370千円 

退職給付信託設定額 55,738千円 

退職給付信託運用益 41,419千円 

その他 160,003千円 

繰延税金資産小計 3,948,408千円 

評価性引当額 △3,948,408千円 

繰延税金資産合計 -千円 

繰延税金負債 

退職給付信託設定益 △76,055千円 

その他有価証券評価差額金 △37,894千円 

その他 △869千円 

繰延税金負債合計 △114,819千円 

繰延税金資産（負債）の純額 △114,819千円 

6．関連当事者との取引に関する注記 

関連当事者との重要な取引は次のとおりであります。 

属性 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金 

または 

出資金 

事業の

内容 

議決権

等の所

有割合

関係内容 
取引の

内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 役員の

兼任等

事業上 

の関係 

子会社 大真空(香港) 

有限公司 

香港 千 HK$ 

16,000 

水晶製品

事業 

直接 

100.0%

兼任

1人

当社製品の購入 水晶製品

の販売 

5,525,707 売掛金 1,503,877

子会社 PT.KDS 

INDONESIA 

インド 

ネシア 

千 US$ 

27,900 

水晶製品

事業 

直接 

100.0%

兼任

2人

当社材料の購入および

当社への製品の販売 

水晶製品

の購入 

5,282,265 買掛金 1,143,492

運転資金

貸付※２

― (流動資産)

その他 

195,000

子会社 天津大真空 

有限公司 

中国 千元 

543,570 

水晶製品

事業 

直接 

100.0%

兼任

1人

当社材料の購入および

当社への製品の販売 

水晶製品

の購入 

1,309,788 買掛金 156,102

運転資金

貸付※２

300,000 (流動資産)

その他 

996,516

債務保証

※３ 

380,729 ― ― 

子会社 ㈱九州大真空 宮崎県 

児湯郡 

千円 

20,000 

水晶製品

事業 

直接 

100.0%

兼任

2人

当社材料の購入および

当社への製品の販売 

設備の 

賃貸 

65,768 ― ― 

運転資金

貸付※２

49,000 (流動資産)

その他 

82,000

子会社 加高電子 

股份有限公司 

台湾 千 NT$ 

1,070,412 

水晶製品

事業 

直接 

50.4%

兼任

2人

当社材料の購入および

当社への製品の販売 

水晶製品

等の販売

1,708,296 売掛金 404,651

子会社 上海大真空 

国際貿易有限公司 

中国 千元 

6,208 

水晶製品

事業 

直接 

100.0%

兼任

2人

当社製品の購入 水晶製品

の販売 

4,615,840 売掛金 2,161,495

子会社 DAISHINKU 

(DEUTSCHLAND)GmbH 

ドイツ 千 EUR 

127 

水晶製品

事業 

直接 

100.0%

兼任

1人

当社製品の購入 水晶製品

の販売 

2,111,488 売掛金 881,124

子会社 DAISHINKU 

(AMERICA)CORP. 

米国 千 US$ 

1,500 

水晶製品

事業 

直接 

100.0%

兼任

1人

当社製品の購入 水晶製品

の販売 

1,064,373 売掛金 265,689

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

（注）取引条件および取引条件の決定方針等 

※１ 価格その他の取引条件については、市場実勢を参考に算定した価格、ならびに当社の製造原価を基に交渉の上、決定しております。 

※２ 資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済条件は個別に決定しております。 

※３ 債務保証については、天津大真空有限公司の銀行からの借入に対して当社が保証を行っているものであり、借入残高に基づき算定した

保証料を設定しております。 
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7.１株当たり情報に関する注記 

(1)   １株当たり純資産額 3,317円50銭

(2)   １株当たり当期純利益 78円29銭

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

当期純利益 631,965千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る当期純利益 631,965千円

普通株式の期中平均株式数 8,072千株

8.その他の注記

(事業分離に関する注記) 

連結注記表「6.その他の注記（事業分離に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、以下の項目を除き 

注記を省略しております。 

当事業年度の損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

売上高 64,344 千円 

営業利益 37,044 千円 

※ 計算書類の記載金額は、それぞれ表示単位未満切り捨てにより表示しております。 




